
令 和 4 年 度

安曇野市総務部財政課

地方財政状況調査等による

決　　 算 　　概　 　要



１　地方財政状況調査（決算統計）

２　地方財政状況調査対象会計の状況

（単位：千円）　

歳入決算額 歳出決算額 収 支 歳入決算額 歳出決算額 収 支

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

9,479,120 9,460,411 18,708 同 左 9,565,703 9,546,995 18,708
国民健康保険事業に対応
する人件費（86,583）を
追加

後期高齢者医療
特 別 会 計

1,384,470 1,350,288 34,182 同 左 1,402,350 1,368,168 34,182

後期高齢者医療事業に対
応する人件費（50,161）
を追加
後期高齢者医療広域連合
で経理する事務費分
（32,281）を控除

保険事業
勘 定 10,020,152 9,795,683 224,469

介護保険事業に対応する
人件費（116,282）を追加

介護ｻｰﾋﾞ
ｽ 事 業勘

定
21,538 21,538 0 介護ｻｰﾋﾞｽ分を分離

上川手山林財産
区 特 別 会 計

2,810 1,455 1,354

北の沢山林財産
区 特 別 会 計

1,314 625 688

有明山山林財産
区 特 別 会 計

8,721 8,178 543

富士尾沢山林財
産 区 特 別 会 計

1,123 563 559

穂高山林財産区
特 別 会 計

1,064 454 609

財
産
区

介 護 保 険
特 別 会 計

9,925,408 9,700,938 224,470

公
営
事
業
会
計

後期高齢者医療広域連合
で経理する職員人件費分
（8,664）を控除

15,034 11,279 3,755

※実決算額は会計課作成の実質収支に関する調書より転記
※実決算額と地方財政状況調査の決算額において、それぞれ端数処理の方法が異なるため、実決算額から控除、追加した歳入及
び歳出決算額の合計や収支が一致しない場合があります。

　地方財政状況調査とは、地方自治法第252条の17の５に基づいて行われる調査で、地方財政法第30
条の２の規定により、国会に報告されるとともに公表されます。
　地方財政状況調査は、当該年度の決算に基づいて行われますが、地方公共団体には多種な会計が存
在していることから、「普通会計」と「公営事業会計」の２つに分けて調査することとされていま
す。
　なお、地方公共団体の間の画一性をとるため、統計的な要素を加味しながら調査するため、各会計
毎の実決算額と地方財政状況調査における決算額には差異があるとともに、目的別、性質別経費の計
上方法にも違いがあります。これは、全国統一の方法により、集計を行うことにより、全国的に地方
公共団体間の比較分析を行うためです。
　また、公営事業会計のうちの公営企業会計については、別に調査されています。安曇野市において
は、水道事業、下水道事業、産業団地造成事業特別会計、有明荘特別会計が該当します。
　ここでは、地方財政状況調査対象のうち、普通会計を中心にその概要を説明します。

46,631,102 1,497,48248,128,584

実決算額 摘　　　　　要
（実決算額と違いが

生じる要素）

地方財政状況調査の決算額

普
通
会
計

会計

一般会計 48,137,248 46,639,766 1,497,482
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３　地方財政状況調査等による普通会計の決算状況

歳入決算額 （単位：千円）

地 方 税 譲 与 税 等 地 方 交 付 税
分 担 ・ 負 担
使用・手数料

国 県 支 出 金
交 安 交 付 金

市 債 諸 収 入 等 合 計

令和４年度 12,371,384 3,401,723 12,530,742 840,245 9,381,541 2,574,800 7,028,149 48,128,584

令和３年度 11,818,044 3,459,060 12,624,736 604,738 10,980,299 3,997,496 6,540,094 50,024,467

比　　較 553,340 △ 57,337 △ 93,994 235,507 △ 1,598,758 △ 1,422,696 488,055 △ 1,895,883

歳入款名 増　減 　　　　主　な　増　減　内　容（対前年度）

地 方 税 553,340

地 方 交 付 税 △ 93,994

国 県 支 出 金 △ 1,598,758

市 債 △ 1,422,696

諸 収 入 等 488,055

歳入決算の構成状況

　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。
　　※構成比については、四捨五入により100％とならない場合があります。

　令和４年度普通会計歳入決算額は、前年度対比3.8％減の481億2,900万円、歳出決算額は前年度対比
4.5％減の466億3,100万円で、形式収支は14億9,700万円となりました。翌年度に繰り越すべき財源1億
6,500万円を除いた実質収支は、13億3,200万円の黒字となりました。

※譲与税等は地方譲与税、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金等を合算した額です。
※国県支出金は国及び県支出金、交通安全対策特別交付金（交安交付金）を合算した額です。
※諸収入等は財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入を合算した額です。

普通交付税　118億4,600万円（△5,000万円）
・基準財政需要額　23,738,151千円（下水道費△2億3,000万円、社会福祉費+1億9,000万円）
・基準財政収入額　11,892,647千円（所得割+1億5,000万円、法人税割+1億8,000万円）

特別交付税　6億8,500万円（△3,000万円）

固定資産税
（+2億円）

子育て世帯等臨時特別支援
事業補助金
（△14億3,900万円）

臨時財政対策債
（△12億2,300万円）

学校給食費の公会計化（+4
億5,600万円）

法人市民税
(+1億9,100万円)

【明許】社会資本整備総合
交付金（ANCアリーナ分）
（△10億2,800万円）

児童館建設事業
（△２億4,100万円）

第6波対応事業者支援交付金他　明許・事
故繰越事業(4億3,000万円)

12,371 25.70% 11,818 23.62%

840 1.75% 605 1.21%

7,028 14.60%
6,540 13.07%

9,382 19.49%
10,980 21.95%

3,402 7.07% 3,459 6.91%

12,531 26.04% 12,625 25.24%

2,575 5.35% 3,997 7.99%
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80%

90%

100%

Ｒ４ Ｒ３

市債

地方交付税

譲与税等

国県支出金等

諸収入等

分担負担・使用料・手数料

地方税

Ｒ４ 合計48,129百万円 Ｒ３ 合計50,024百万円

（単位：百万円）
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歳出決算額（目的別）

款 令和４年度 令和３年度 比 較

議 会 費 235,833 228,378 7,455
議会費（+700万
円）

総 務 費 6,477,920 8,060,318 △ 1,582,398
寄附採納事務（△
3億1,600万円）

財政４基金積立金
（△14億円）

公共交通事業
（+4,300万円）

土地の鑑定評価及
び評価体系集約化
事業（+2,800万
円）

民 生 費 14,672,343 15,795,402 △ 1,123,059
自立支援給付事業
(+1億800万円）

電力・ガス・食料
品等価格高騰緊急
支援給付金給付事
業（+3億9,800万
円）

子育て世帯等臨時
特別支援事業（△
13億7,000万円）

住民税非課税世帯
等に対する臨時特
別給付金給付事業
（△6億3,300万
円）

衛 生 費 3,038,416 2,904,710 133,706
保健衛生総務費
（+3,700万円）

新型コロナウイル
スワクチン接種体
制確保事業
（+6,600万円）

新型コロナウイル
スワクチン接種対
策事業（△1億
4,700万円）

地域脱炭素化推進
事業（+1億8,000
万円）

労 働 費 69,915 66,015 3,900
商工総務費（+300
万円）

農林水産業費 1,462,875 1,445,408 17,467
ほりでーゆ～改修
事業（△3,800万
円）

【明許】担い手・
集落支援事業
（+4,100万円）

商 工 費 4,037,647 3,810,708 226,939
飲食店等応援給付
金等事業（△
4,900万円）

アフターコロナ対
策事業（1億1,200
万円）

【明許】燕岳テン
ト場トイレ整備事
業（+6,400万円）

土 木 費 4,847,387 6,746,478 △ 1,899,091
【明許】新総合体
育館建設事業
△20億6,200万円

市道新設改良事業
(市単独)(+9,600
万円)

公営住宅整備事業
（+2億8,200万
円）

消 防 費 1,429,148 1,431,564 △ 2,416
消防団車両更新事
業（+500万円）

消防施設維持整備
事業（+2,200万
円）

消防団詰所更新・
統廃合事業
（+6,000万円）

常備消防負担金事
業（△1億800万
円）

教 育 費 4,415,499 3,111,902 1,303,597
給食センター総務
費（+4億7,100万
円）

小学校情報教育推
進事業（+1億300
万円）

【明許】堀金総合
体育館大規模改修
工事（+8億4,200
万円）

【明許】堀金中学
校施設改修事業
（+4,300万円）

災 害 復 旧 費 453,461 69,214 384,247
【明許】耕地災害
復旧事業（+1億
2,200万円）

【事故】（明許）
耕地災害復旧事業
（+1億7,600万
円）

公 債 費 5,490,658 5,159,534 331,124
長期借入金償還元
金(+3億4,700万
円）

長期借入金償還利
子(△1,500万円）

合 計 46,631,102 48,829,631 △ 2,198,529

主 な 増 減 内 容 （ 対 前 年 度 ）

※P5の歳出決算額（性質別）の主な増減内容に記載した事業等が同一であっても金額が異なる場合があります。

（単位：千円）
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　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。
　　※構成比については、四捨五入により100％とならない場合があります。
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（単位：百万円）

Ｈ30 合計39,037百万円 Ｈ29 合計39,604百万円
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Ｈ30 合計39,037百万円 Ｒ３ 合計48,830百万円Ｒ４ 合計46,631百万円
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（単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 比 較

人 件 費 6,803,435 6,563,625 239,810
職員管理総務費
（＋2億5,500万
円）

扶 助 費 6,265,787 7,447,437 △ 1,181,650
子育て世帯等臨時
特別支援事業（△
13億9,800万円）

自立支援給付事業
(+7,900万円）

公 債 費 5,490,658 5,159,534 331,124
長期借入金償還元
金(+3億4,700万
円）

長期借入金償還利
子(△1,500万円）

物 件 費 7,309,377 6,701,946 607,431
給食センター総務
費（+4億7,300万
円）

【明許】飲食店等
応援給付金等事業
(+9,900万円）

プレミアム付商品
券事業(+3,000万
円）

児童館運営事業
（民間委託事業）
（+6,500万円）

維 持 補 修 費 139,805 143,547 △ 3,742
ファインビュー室
山改修事業（△
2,000万円）

公営住宅維持管理
事業（+500万円）

霊園管理費(+200
万円）

補 助 費 等 6,846,195 6,430,237 415,958
地域脱炭素化推進
事業（+1億8,000
万円）

新型コロナウイル
スワクチン接種体
制確保事業（+1億
円）

令和3年度子育て
世帯生活支援特別
給付金給付事業
（+5,700万円）

保健衛生総務費
（+4,900万円）

繰 出 金 3,552,893 3,545,657 7,236
後期高齢者医療事
業（+1,600万円）

積 立 出 資 金等 5,330,683 6,993,345 △ 1,662,662
財政４基金積立金
（△14億円）

制度資金貸付事業
（△1億円）

寄附採納事務（△
2億2,000万円）

普通建設事業費 4,438,808 5,775,089 △ 1,336,281
【明許】新総合体
育館建設事業（△
20億6,200万円）

三郷西部認定こど
も園建設事業（+2
億3,200万円）

穂高北部児童館整
備事業(△3億
5,000万円）

公営住宅整備事業
(+2億7,000万円）

災害復旧事業費 453,461 69,214 384,247
【明許】耕地災害
復旧事業（+1億
2,200万円）

【事故】（明許）
耕地災害復旧事業
（+1億7,600万
円）

合 計 46,631,102 48,829,631 △ 2,198,529

歳出決算額（性質別）

主な増減 内容 （対 前年 度）

※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。
※構成比については、四捨五入により100％とならない場合があります。

※P4の歳出決算額（目的別）の主な増減内容に記載した事業等が同一であっても金額が異なる場合があります。
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（単位：百万円）
Ｒ４ 合計46,631百万円 Ｒ３ 合計48,830百万円
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４　普通会計決算額等の推移状況

※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。

※R2国県補助金の突出理由は、特別定額給付金給付事業費補助金（97億6,200万円）などによります。
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（単位：百万円） 歳入の推移
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　　目的別歳出内訳（普通会計）

　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。

　　※R2歳出の突出理由は、特別定額給付金給付事業費（97億6,200万円）などによります。
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目的別歳出の推移
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　　公債費の財源分析

   　※実質公債費比率の算定資料より抜粋しています。

　　性質別歳出の内訳

　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。
　　※R2歳出の突出理由は、特別定額給付金給付事業費（97億6,200万円）などによります。
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（単位：百万円） 公債費の財源内訳
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（単位：百万円） 性質別歳出の推移
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物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

合計
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　　○職員給と職員数の推移

　　　統計分類で人件費として区分した額のうち、職員の推移状況
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　○投資的経費（普通建設事業費・補助単独、災害復旧費）の推移

　

　　※百万円未満四捨五入により合計額は一致しない場合があります。
　　※R1補助単独事業の突出理由は、新総合体育館建設事業（6億2,700万円）などによります。
　　※R3補助事業の突出理由は、新総合体育館建設事業（20億6,200万円）などによります。
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（単位：百万円）

その他 災害復旧費 補助事業 単独事業 合計
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　○地方債残高の推移（公営企業を含む）

 

水道事業会計
全会計合計
臨時財政対策債

公共
33,010,628

※H28年度から下水特別会計と農集排特別会計は公営企業会計(法適用)になり、下水会計に含まれています。

【参考】　旧合併特例事業債等の発行内訳 （単位：百万円）

平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

臨時財政対策債 1,277.6 臨時財政対策債 400.0 臨時財政対策債 1,000.0 臨時財政対策債 1,554.0

旧合併特例事業債　計 4.4 旧合併特例事業債　計 3,177.0 旧合併特例事業債　計 1,685.8 旧合併特例事業債　計 2,006.1

中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 4.4 中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 964.3 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 348.2 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 66.0

平成18年度 穂高交流学習ｾﾝﾀｰ 463.8 有明保育園 576.4 豊科交流学習ｾﾝﾀｰ 69.5

臨時財政対策債 1,177.7 三郷児童館 202.5 安曇野赤十字病院建設補助 459.5 有明保育園 118.7

旧合併特例事業債　計 1,772.6 豊岳荘建設補助 171.0 堀金保育園 301.7 安曇野赤十字病院建設補助 1,641.3

中部・南部給食ｾﾝﾀｰ 376.1 有明保育園 149.9 防災行政無線 38.3

豊岳荘建設補助 171.0 地域振興基金 1,225.5 龍門渕公園 72.3

地域振興基金 1,225.5
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【参考】　旧合併特例事業債等の発行内訳 （単位：百万円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

臨時財政対策債 2,647.0 臨時財政対策債 1,968.6 臨時財政対策債 1,620.0 臨時財政対策債 1,500.0

旧合併特例事業債　計 2,027.1 旧合併特例事業債　計 2,673.5 旧合併特例事業債　計 2,455.1 旧合併特例事業債　計 3,000.2

堀金児童館 45.1 新本庁舎 871.0 新本庁舎 1,610.1 体育施設(高家、県民、穂高会館) 682.8

豊科交流学習ｾﾝﾀｰ 321.2 明科総合支所 241.9 明科総合支所 217.8 庁舎建設 1,253.8

豊科南部保育園 58.9 北穂高保育園 100.6 防災広場 3.7 保育所 179.2

安曇野赤十字病院建設補助 1,188.4 防災行政無線 183.5 三郷南部保育園 130.7 防災行政無線 32.2

防災行政無線 139.3 北部給食センター 706.5 北穂高保育園 88.4 上水道出資 383.2

北部給食ｾﾝﾀｰ 274.2 地域振興基金 570.0 市道新設改良事業 57.8 豊科交流学習センター 141.6

豊科交流学習センター 71.2 温浴施設 113.5

県民グランド 91.1 市道新設改良 213.9

穂高会館 24.9

南部グランド 159.4

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

臨時財政対策債 1,700.0 臨時財政対策債 1,600.0 臨時財政対策債 1,448.7 臨時財政対策債 1,522.7

旧合併特例事業債　計 5,780.2 旧合併特例事業債　計 2,303.5 旧合併特例事業債　計 2,171.9 旧合併特例事業債　計 1,563.3

庁舎建設事業（本庁舎） 2,714.9 庁舎建設事業（穂高支所） 250.8 地域振興基金積立金 190.0 地域振興基金積立金 95.0

庁舎建設事業（穂高支所） 11.2 庁舎建設事業（三郷支所） 494.1 庁舎建設事業（穂高支所） 296.2 保育所建設事業 594.8

防災行政無線 385.7 庁舎建設事業（堀金支所） 353.9 保育所建設事業（アルプス） 209.0 しゃくなげの湯整備事業 148.9

防災広場 324.8 三郷北部保育園 15.9 保育所建設事業（明科南） 106.9 市道新設改良事業 44.1

市道新設改良 265.1 温浴施設（しゃくなげの湯） 168.4 保育所建設事業（三郷北部） 80.7 堀金公民館講堂改修・文書館整備事業 265.9

穂高会館 865.3 市道新設改良 181.9 保育所建設事業（たつみ） 30.7 豊科公民館駐車場整備事業 53.5

豊科公民館 365.0 防災行政無線 50.2 しゃくなげの湯整備事業 714.9 三郷交流学習センター建設事業 361.1

南部多目的広場 189.6 豊科公民館 694.9 市道新設改良 22.4
温浴施設（しゃくなげの湯） 17.4 三郷交流学習センター 2.7 豊科支所跡地整備事業 127.1

保育園（ｱﾙﾌﾟｽ、三郷南部） 253.7 水道事業出資金 90.7 三郷交流学習センター建設事業 394.0

水道事業出資金 387.5

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

臨時財政対策債 1,489.8 臨時財政対策債 1,241.2 臨時財政対策債 1,186.7 臨時財政対策債 1,694.9

旧合併特例事業債　計 1,418.5 旧合併特例事業債　計 2,639.5 旧合併特例事業債　計 3,268.5 旧合併特例事業債　計 1,043.5

地域振興基金積立金 374.0 施設除却事業 22.2 施設除却事業 39.9 保育所建設事業 42.8

保育所建設事業 401.2 保育所建設事業 414.6 消防団詰所統廃合事業 34.4 児童館建設事業 241.7
一般会計出資債（上水道分） 237.3 一般会計出資債（上水道分） 279.1 【事故】体育施設整備事業 8.5 消防団詰所統廃合事業 11.2

新ごみ処理施設建設事業 6.6 新ごみ処理施設建設事業 1,300.7 【事故】保育所建設事業 18.5 街路事業 30.3
【事故】一般会計出資債（上水道分） 95.3 市道新設改良事業 243.4 保育所建設事業 104.5 都市公園事業 34.2

しゃくなげの湯整備事業 117.6 【明許】市道新設改良事業 3.0 北部児童館建設事業 31.7 市道新設改良事業 222.2
【明許】しゃくなげの湯整備事業 18.1 体育施設整備事業 332.0 一般会計出資債（上水道分） 73.9 体育施設整備事業 58.5

市道新設改良事業 61.8 【明許】体育施設整備事業 44.5 新ごみ処理施設建設事業 2,391.9 体育施設耐震補強事業 20.6

体育施設整備事業 106.6 街路事業 53.0 施設除却事業 113.9

都市公園事業 9.5 【明許】市道新設改良事業 25.2

市道新設改良事業 171.0 【明許】体育施設整備事業 155.5

体育施設整備事業 301.0 【事故】市道新設改良事業 87.4

かじかの里トイレ整備事業 30.7

令和4年度

臨時財政対策債 471.0

旧合併特例事業債　計 1,470.1

三郷福祉センター改修事業 83.2

市道新設改良事業 154.3
市道新設改良事業（道路橋梁） 49.9

体育施設除却事業 100.0

認定こども園建設事業 136.5
【明許】堀金総合体育館大規模改修工事 775.8
消防団詰所更新・統廃合事業 67.8

かじかの里公園改修事業 0.6
公園施設長寿命化対策支援事業 36.8

【事故】市道新設改良事業 65.2
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　○基金の現在高の推移
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５　地方交付税算定額、財政力指数の推移

（単位：千円）

基準財政収
入額A

基準財政需
要額B

普通交付税
（基準額)

財政力指数
（単年）

財政力指数
（3年平均）

地方交付税に係る全体的な情勢

平成30年度 11,283,069 20,430,301 9,147,232 0.552 0.561 平成30年度

〃（算定替） 11,314,185 21,147,569 9,833,384 0.535 0.521

令和元年度 11,612,364 21,468,578 9,973,904 0.541 0.552 令和元年度

〃（算定替） 11,643,718 21,933,375 10,407,347 0.531 0.530

令和２年度 12,205,004 22,275,901 10,071,647 0.548 0.547 令和２年度

〃（算定替） 12,236,663 22,510,169 10,274,256 0.544 0.537

※令和２年度までは基準財政需要額は、合併算定替縮減額を控除した額となります。

※錯誤前、調整前の数値のため実際の交付額と相違する場合があります。

まち・ひと・しごと創生事業費に対応した地域の元気創造事業費及び人口減少等
特別対策事業費の増額、及び合併算定替縮減（70％）等による減額。

地方財政計画により、臨時財政対策債の抑制が行われた

まち・ひと・しごと創生事業費に対応した地域の元気創造事業費及び人口減少等
特別対策事業費の増額、及び合併算定替縮減（50％）等による減額。

保育無償化等制度改正に伴う社会福祉費の増額、及び合併算定替縮減（90％）等
による減額。

地域デジタル社会推進費の創設による増額、及び合併算定替終了に伴う一本算定
による減額。 国補正予算における臨時経済対策費、臨時財政対策債償還基金費の
創設による増額。

安曇野市

令和４年度 11,892,647 23,738,151 11,845,504

令和３年度 11,291,268 23,041,351 11,908,620

0.501 0.513 令和４年度

令和３年度0.490 0.526
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地方交付税算定額等の推移
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６　経常収支比率の推移

（単位：千円、％）

うち
経常
　一般財源

うち
臨時財政
　対策債等

経常一般財源充
当額

H30 39,808,437 24,796,513 1,489,752 39,037,637 22,545,208 85.8%

R1 42,970,385 25,817,792 1,241,191 42,158,666 23,408,725 86.5%

R2 56,282,503 25,278,604 1,186,728 55,400,153 23,379,989 88.3%

R3 50,024,467 27,255,869 1,694,896 48,829,631 23,479,913 81.1%

R4 48,128,584 27,690,026 471,000 46,631,102 24,446,605 86.8%

※経常収支比率は、経常一般財源充当額÷経常一般財源（臨時財政対策債含む）による数値です。

　　　　　（単位：百万円）

比率分析

比率は、1.6％の改善が見られました。

＜経常収支比率のR4-R3比較について＞

　経常収支比率は、経常一般財源がどの程度経常経費に使われたかを測る指標であり、指標
が高ければ新しい事業に割く財源が少ないため財政硬直化が進んでいるとされています。

　令和４年度の経常収支比率は86.8％で、前年度から5.7ポイント悪化となりました。
　理由としては、本比率の分母となる令和４年度経常一般財源が、前年度から約７億9,000万
円減額となったためであり、特に普通交付税（臨時財政対策債含む）が約12億2,000万円減少
したことが影響しています。
　令和３年度普通交付税（臨時財政対策債含む）は例年より約12億円増額（国の臨時経済対
策により臨時的に基準財政需要額が増加）となっていることから経常収支比率も例年より大
幅に良化し、特例といえる年度でした。
　令和４年度経常収支比率は、交付税額が例年並みに戻ったとことから、経常収支比率も元
に戻った結果となっています。

　臨時財政対策債は発行可能額まで借入れを行わず、起債残高の抑制に努めました。

　また、市税の増加、普通交付税の増加により、経常一般財源が増加しました。

　一方、公債費の減少により、経常経費充当一般財源は、減額となった結果、経常収支

経常収
支比率

歳入決算額 歳出決算額

26,286
27,059 26,465

28,951
28,161

22,545
23,409 23,380 23,480

24,447

85.8%
86.5%

88.3%

81.1%

86.8%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H30 R1 R2 R3 R4

経常一般財源（臨財等含）
経常経費充当一財
経常収支比率
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７　健全化判断比率の推移

年度 実質赤字比率連結実質赤字比率実質公債費比率 将来負担比率

H30 - - 8.3 2.4

(12.04) (17.04) (25.0) (350.0)

R1 - - 8.3 -

(12.00) (17.00) (25.0) (350.0)

R2 - - 8.4 -

(11.97) (16.97) (25.0) (350.0)

- - 8.1 -

(11.92) (16.92) (25.0) (350.0)

8.1 -

(11.95) (16.95) (25.0) (350.0)

備考

2　早期健全化基準は括弧内に記載

　

　健全化判断比率とは、平成19年度に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に
おいて、地方公共団体の財政の健全性を示すものとして定められた指標です。

1　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債比率又は将来負担比率が算定され
　ない場合は「－」を記載

R4

R3

8.3 8.3 8.4 8.1 8.1 

2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

Ｈ30 R1 R2 R3 R4

実質公債費比率（3ヶ年平均） 将来負担比率
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８　財政規模と決算概要（ 普 通 会 計 ）

　

平成１７年国勢調査人口　Ａ

平成２７年国勢調査人口　Ｂ

令和２年国勢調査人口　Ｃ

住民登録人口（３月３１日） Ｄ

% % %

% % %

% % %

　産　業　構　造 　第１次 産 業

　第２次 産 業

　第３次 産 業

面　　積 Ｅ ㎢ ㎢ ㎢

 国   調　C/E

 住民登録 D/E

　歳　入　総　額（前年度対比）Ｆ 56,282,503 千円 39.6 % 50,024,467 千円 △ 11.1 % 48,128,584 千円 △ 3.8 %

　歳　出　総　額（前年度対比）Ｇ 55,400,153 千円 39.9 % 48,829,631 千円 △ 11.9 % 46,631,102 千円 △ 4.5 %

　歳入歳出差引額（形式収支）(F-G)Ｈ 882,350 千円 1,194,836 千円 1,497,482 千円

　翌年度へ繰越すべき財源　　 I 千円 千円 千円

　実　質　収　支   H-I  　　 Ｊ 千円 千円 千円

　単　年　度　収　支　　　　 Ｋ 千円 千円 千円

　積　　　立　　　金　　　　 Ｌ 千円 千円 千円

　繰　上　償　還　金　　　　 Ｍ 千円 千円 千円

　積　立　金　取　崩　額　　 Ｎ 千円 千円 千円

　実質単年度収支  K+L+M-N    Ｏ 千円 千円 千円

　基準財政需要額（前年度対比） 22,275,901 千円 9.8 % 23,041,351 千円 3.4 % 23,738,151 千円 3.0 %

　基準財政収入額（前年度対比） 12,205,004 千円 8.1 % 11,291,268 千円 △ 7.5 % 11,892,647 千円 5.3 %

　標準財政規模　（前年度対比） 26,829,252 千円 4.6 % 27,745,091 千円 3.4 % 27,240,312 千円 △ 1.8 %

　財　政　力　指　数　（単年度） (0.548) 0.547 (0.490) 0.526 （0.501） 0.513

　実　質　収　支　比　率　 % % %

　経常収支比率　（臨財債除く） (92.5) 88.3 % (86.1) 81.1 % (88.3) 86.8 %

　実 質 公 債 費 比 率（単年度） (8.0) 8.4 % (7.7) 8.1 % (8.9) 8.1 %

- % - % - %

（前年度対比） 14,983,631 千円 1.9 % 17,971,034 千円 19.9 % 18,977,327 千円 5.6 %

　地方債現在高　　（前年度対比） 40,351,448 千円 △ 2.5 % 39,298,949 千円 △ 2.6 % 36,476,685 千円 △ 7.2 %

　翌年度以降の債務負担支出予定額 7,237,926 千円 26.4 % 6,023,619 千円 △ 16.8 % 5,904,081 千円 △ 2.0 %

3.5

94,222 人 94,222 人

△ 1.11 △ 1.11国調(C-B/B)×100

331.78

236,800

958,036

137,912

731,012

0

517,329

△ 114,574

3.1

331.78

62,226

820,124

60,044

404,212

0

578,830

令 和 ３ 年 度

96,266 人

95,282 人

96,659 人

△ 1.02

△ 0.25

3,839 人

13,095 人

29,782 人

283.99 人/k㎡

292.07 人/k㎡

令 和 ２ 年 度

96,266 人

95,282 人

96,903 人

△ 1.02

△ 1.19

4,239 人

13,529 人

29,560 人

　積立金現在高
(土地開発基金除く)

　将　来　負　担　比　率

一
本
算
定

項　　　目

R2年国調数値
　　　　→R3年度から

Ｈ27年国調数値
　　　　→R2年度まで

人
　
口

人 口 増 減 率

国調(B-A/A)×100

住民登録人口（前年比）

　人　口　密　度

4.9

13,095 人

29,782 人

331.78

165,170

1,332,312

374,276

488,219

令 和 ４ 年 度

96,266 人

95,282 人

94,222 人

96,455 人

△ 1.02

△ 1.11

△ 0.21

3,839 人

283.99 人/k㎡

291.33 人/k㎡

283.99 人/k㎡

290.72 人/k㎡

0

490,541

371,954351,595
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人  口
△ 1.1% 人

8.2% 9.0% 人
28.0% 28.6% k㎡

△ 0.2% 63.8% 62.5% 人

決 算 額 構成比 増減率 構成比 ○
12,371,384 25.7 4.7 44.7

501,259 1.0 △ 0.2 1.8 12,316,566 99.6 4.6 174,552
4,740 0.0 △ 44.3 0.0 5,748,192 46.5 5.2 174,552

57,272 0.1 △ 13.2 0.2 183,227 1.5 0.2
41,358 0.1 △ 41.6 0.1 4,634,676 37.5 2.0 〇

2,405,075 5.0 4.5 8.7 262,297 2.1 3.8
37,719 0.1 2.4 0.1 667,992 5.4 37.4 174,552
34,347 0.1 △ 3.8 0.1 5,568,141 45.0 3.7 ○
202,084 0.4 3.9 0.7 5,538,480 44.8 3.7
117,869 0.2 △ 51.7 0.4 392,722 3.2 5.6 ○

12,530,742 26.0 △ 0.7 42.8 607,511 4.9 6.0
普 通 交 付 税 11,845,504 24.6 △ 0.5 42.8 0 0.0
特 別 交 付 税 685,182 1.4 △ 4.3 0.0 0 0.0 666

28,303,793 58.8 1.4 99.7 0 0.0 0
12,962 0.0 △ 8.3 0.0 54,818 0.4 31.7 4
336,915 0.7 111.4 0.0 54,818 0.4 31.7
349,136 0.7 10.7 0.1 0 0.0
154,194 0.3 18.7 0.0 0 0.0

6,492,364 13.5 △ 24.2 0.0 0 0.0
－ － － 0.0 合         計 12,371,384 100.0 4.7 174,552 670

2,876,215 6.0 20.1 0.0
89,669 0.2 △ 4.4 0.1 ○
641,804 1.3 △ 22.2 0.0 ○ 1

1,866,360 3.9 0.1 0.0 ○ ○ 1
1,194,836 2.5 35.4 0.0 ○ 1
3,235,480 6.7 12.5 0.0 ○ ○ 1
2,574,800 5.3 △ 35.6 0.0 ○ 1

うち臨時財政対策債 471,000 1.0 △ 72.2 0.0 法人税割 ○ 20
うち減収補てん債特例分 0 0.0 0.0 ○

48,128,584 100.0 △ 14.5 100.0
性質別歳出の状況  (単位:千円・％)

経常経費充当 Ａの充当
一般財源等 一般財源等

6,803,435 14.6 3.7 0.5 3.3 235,833
う ち 職 員 給 3,464,919 7.4 △ 1.1 13.9 △ 19.6 5,300,532

6,265,787 13.4 △ 15.9 31.5 △ 7.1 8,175,850
5,490,658 11.8 6.4 6.5 4.6 2,000,975

元 利 償 還 金 5,490,532 11.8 6.4 0.1 5.9 19,915
一 時 借 入 金 利 子 126 0.0 △ 64.4 3.1 1.2 893,524

18,559,880 39.8 △ 3.2 8.7 6.0 1,178,439
7,309,377 15.7 9.1 10.4 △ 28.1 3,352,539
139,805 0.3 △ 2.6 3.1 △ 0.2 1,291,769

6,846,195 14.7 6.5 9.5 41.9 2,800,131
うち一部事務組合負担金 1,495,867 3.2 △ 9.9 1.0 555.2 100,195

3,552,893 7.6 0.2 11.8 6.4 5,474,012
2,870,439 6.2 △ 35.2 0.0
2,460,244 5.3 △ 4.1 0.0

－ － －  経常経費充当 100.0 △ 4.5 30,823,714
4,892,269 10.5 △ 16.3     一般財源等計 法適用

う ち 人 件 費 83,527 0.2 △ 18.8 千円 の有無

普 通 建 設 事 業 費 4,438,808 9.5 △ 23.1 13
　 う　 ち 　補　 助 2,383,305 5.1 △ 37.2 ％ －
   う　 ち 　単　 独 2,055,503 4.4 4.0 16
災 害 復 旧 事 業 費 453,461 1.0 555.2 ％ 0
失 業 対 策 事 業 費 0 0.0  歳入一般財源等 8

千円 有 12
 ラスパイレス指数 有 22

46,631,102 100.0 △ 4.5 98.2歳 出 合 計 30,823,714  (R4.4.1現在) 97.7

99.4
上 水 道 319,817 82,173 被保険者一人当り保険税調定額 106,224 円 滞納繰越分 28.5

629,859 1,822,730 一世帯当り保険税調定額 161,795 円 
計

現 年 分

被保険者一人当り費用 355,677 円 計

28.6
0 後 期 高 齢 者 医 療 34,182 1,365,602 　うち退職被保険者数 0 人 計 97.5

現 年 分 99.2
100,195 88.3 介 護 保 険 ( ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ) 0 0 被 保 険 者 数 18,954 人 滞納繰越分

計 98.6
1,107,869  (臨財債を除いた場合) 介護保険 ( 保 険 ) 224,469 1,456,190   うち退職被保険者世帯数 0世帯

純固定資産税

719,325千円 滞納繰越分 28.8
289,317 86.8 老 人 保 健 医 療 － － 加 入 世 帯 数 12,444世帯

市町村民税
現 年 分 99.5

内
　
訳

1,397,186  経常収支比率 国民健康保険（事業） 18,708 719,325 他会計からの繰入額

療養給付費等精算額 △ 63,215千円
83,527 24,446,605 らの繰入額 交 付 金 精 算 額 0千円

事業勘定再差引収支額 △ 50,823千円
市税の徴収率(％)

投 資 的 経 費 1,497,381

公
営
事
業
等
の
状
況

事      業      名 収  支  額
普通会計か

職  員  数

前 年 度 繰 上 充 用 金 － 歳 出 合 計 46,631,102 4,438,808

国
保
会
計
の
状
況32,321,196 下 水 道

実 質 的 な も の 0 合     計 36,476,685投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 － － 前 年 度 繰 上 充 用 金 0
そ の 他 5,148,432 (千円) その他資金 24,408,578積 立 金 2,207,772 － － 諸 支 出 金 0
保 証 ・ 補 償 0 地方債現在高 政 府 資 金 12,068,107

特定公共資金 0
繰 出 金 2,925,136 2,846,839 10.1 公 債 費 5,490,658

1,391,163 1,391,163 4.9 災 害 復 旧 費 453,461
債務負担行
為額(千円)
(翌年度以降
支出予定額)

物 件 等 購 入 755,649
1,242,942 定 額 運 用 基 金 0   将来負担比率 － 350.00補 助 費 等 5,140,602 4,219,012 15.0 教 育 費 4,415,499

土 地 開 発 基 金 253,206   実質公債費比率 8.1 25.00
16.95

維 持 補 修 費 102,580 100,057 0.4 消 防 費 1,429,148 146,145 (千円)
4,847,387 2,080,674 特 定 目 的 基 金 10,492,293   連結実質赤字比率 －

3,123,608   実質赤字比率 － 11.95
物 件 費 5,396,061 4,100,610 14.6 土 木 費
( 義 務 的 経 費 計 ) 13,554,182 13,179,961 46.8 商 工 費 4,037,647 102,923

基金現在高
減 債 基 金

212,800 財 政 調 整 基 金 5,361,426 健全化 判断 比率 健全化判断比率 早期健全化基準訳 126 126 0.0 農 林 水 産 業 費 1,462,875
26 交 付 基 準 額 ( 算 定 替 ) － 起 債 制 限 比 率 6.3

交 付 基 準 額 ( 一 本 算 定 ) 11,845,504 公 債 費 比 率 6.9
内 5,473,886 5,473,886 19.4 労 働 費 69,915

27,240,312 公債費 負担 比率 16.9
公 債 費 5,474,012 5,474,012 19.4 衛 生 費 3,038,416 24,453

経常一般財源比率 101.7
扶 助 費 1,880,395 1,563,119 5.6 民 生 費 14,672,343 508,473 標 準 財 政 規 模

実 質 収 支 比 率 4.9
3,001,414 － － 総 務 費 6,477,920 120,372 標 準 税 収 入 額 14,923,808

0.513
人 件 費 6,199,775 6,142,956 21.8 議 会 費 235,833 0 基 準 財 政 需 要 額 23,738,151

財 源 等 支比率 建設事業費 基 準 財 政 収 入 額 11,892,647 財 政 力 指 数
区       分 決算額 構成比 増減率

充当一般 経常収
区       分 決算額 Ａ 構成比

歳 入 合 計 27,690,026
 目的別歳出の状況  (単位:千円・％)

令和４年度 普通交付税(千円) 財政指標 指  数  等(％)
増減率

Ａの内普通

0 固　定　資　産　税 1.4/100 交 通 災 害 共 済 そ の 他

383,000
0 8.4/100 ・ 7.6/100 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 中 学 校 議 会 議 員 H29.10.15 360,000

H17.10.1 459,000
地 方 債 0 5号   160,000円 老 人 福 祉 施 設 小 学 校 議 会 副 議 長 H17.10.1

654,000
諸 収 入 5,117

所得割
標準税率に対する
比率　　　　1.0

4号   150,000円 9号 3,000,000円 市 町 村 税 等 滞 納 整 理 火 葬 場 議 会 議 長

H22.3.29 768,000
繰 越 金 0 3号   130,000円 8号 1,750,000円 事務機械共同施設 し 尿 処 理 教 育 長 H22.3.29

市 長 H22.3.29 928,000
繰 入 金 0 2号   120,000円 7号   410,000円 非常勤公務災害 じ ん か い 処 理 副 市 長

年 月 日 給与月額(円)
寄 附 金 0

均等割 3,500円
均 等 割

1号    50,000円 6号   400,000円 退職手当支給事務
18,211

市
町
村
民
税

個       人       分 法       人       税 議員公務災害補償 常 備 消 防
伝 染 病

303,400
都 道 府 県 支 出 金 0  適用税率の状況 一 部 事 務 組 合 等 加 入 状 況

特別職等
定数
(人)

適用開始 1人当り平均
財 産 収 入

国 有 提 供 交 付 金 12,037,421 合      計 203,259
国 庫 支 出 金 0 水 利 地 益 税
手 数 料 48 都 市 計 画 税
使 用 料 35,077 事 業 所 税 臨 時 職 員

1,258 314,500
分 担 金 ・ 負 担 金 0

内
 
訳

入 湯 税 消 防 職 員

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 12,962 目 的 税 教 育 公 務 員

202,001 303,300
( 一 般 財 源 計 ) 27,618,611 法 定 外 普 通 税   うち技能労務員 0 0
訳 0 特別土地保有税 一 般 職 員 等

給料月額(千円)
１人当り平均
給与月額(円)内 11,845,504   鉱    産    税

371,954 351,595
地 方 交 付 税 11,845,504 市町村たばこ税 573,568 財 源 超 過

一
般
職
員
等

区          分
職員数
（人）

地 方 特 例 交 付 金 117,869 軽 自 動 車 税 387,181 指 数 表 選 定 実 質 単 年 度 収 支

0 0
法 人 事 業 税 交 付 金 202,084      うち純固定資産税 財 政 再 建 積 立 金 取 崩 額 490,541 517,329

自動車税環境性能割交付金 34,347 固 定 資 産 税 5,525,933 中 部 繰 上 償 還 金

374,276 137,912
ゴルフ場利用税交付金 37,719 法 人 税 割 243,997 近 畿 積 立 金 488,219 731,012
地 方 消 費 税 交 付 金 2,405,075 法 人 均 等 割 273,580 首 都 単 年 度 収 支

165,170 236,800
株式等譲渡所得割交付金 41,358 個 人 所 得 割 4,854,197 過 疎 実 質 収 支 1,332,312 958,036
配 当 割 交 付 金 57,272 個 人 均 等 割 178,965 山 振 翌年度に繰越すべき財源

48,829,631
利 子 割 交 付 金 4,740 市 町 村 民 税 旧 産 炭 歳 入 歳 出 差 引 1,497,482 1,194,836

歳 入 総 額 48,128,584 50,024,467
地 方 譲 与 税 501,259 法 定 普 通 税 低 開 発 歳 出 総 額 46,631,102

令和３年度(千円)
区           分 経常一般財源等

区       分 徴収済額 構成比 増減率 基準税額×100/75
超過課税
収入済額

旧 新 産
歳入の状況  (単位:千円・％)  市町村民税の状況  (単位:千円・％) 指定団体等の指定状況

収
　
支
　
状
　
況

区            分 令和４年度(千円)

地 方 税 12,371,384 旧 工 特

１－２R4．3．31 96,659人 第２次 13,095人 13,529人 面　　積 331.78 長  野  県 安曇野市
4,239人 H27年国調 8,676 あづみのし

地方交付税種地
29,560人 人口密度 284.0

決   算   状   況 住民基
本台帳
人口

R5．3．31 96,455人 第１次 3,839人

増 減 率 第３次 29,782人

（R5.7.1現在） 増 減 率 区  分 R2  年  国  調 H27  年  国  調 R2年国調

団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅱ－１H27年国調 95,282人

8,490 20 2207

令和４年度
R2年国調 94,222人

産業構造・就業人口 人口集中地区人口
都道府県名


